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1. は じ め に
現今では規範や普遍を語ることには大きな猜疑
がつきまとう。寛容の感覚，価値や文化の相対主
義，そしてポストモダニズムなどの見地からすれ
ば，正しい規範や普遍的価値について語ることは，
たとえその可能性や条件に関してであっても，何
かしらうさん臭いものがあると見なされがちであ
る。仮に規範や普遍が語られても，それはたかだ
か当の主張者の信念であるか，あるいは当該の集
団的ないし文化的脈絡においてのみ理解可能なも
のであるか，あるいは権力的抑圧の物語的偽装に
過ぎないと見なされ，そこでは結局規範や普遍と
いったものが求める道徳的な拘束力は削がれてし
まう。
もちろん，現代ではあたかも自明であるかのよ
うに規範や普遍を語ることはできない。たとえ語
るにしても，そこでは神や人間の本性に代わりう
る確たる根拠を十分な理由をもって示さなければ
ならない。自明であるものが少なくなってゆくこ
の現代社会において，十分な理由をもって規範や
普遍を語ることはいっそう困難である。ある意味
ではいかなる主張にもその根拠にさまざまな疑義
が提出されうる以上，規範や普遍を語ることは不
可能ではないとしても以前にも増していっそう困
難になっているであろう。しかしながら，私自身
は，確かに規範や普遍や規範を語る際に決してド
グマティックになることはできないが，およそわ
れわれの生活は規範や普遍への要求なしにはあり
得ない，われわれが行っている思考や行動は全て
何らかの規範や普遍に支配されていると考える。
それ故重要なことは，そのような規範や普遍がい
かなるものであるかということであって，規範や
普遍の不在あるいはそれらへの猜疑ではないので
ある。重要なことは，規範や普遍の関わる意味の
世界においてそれらがどのような内容を持ち得，
どのような連関の内にあるかということであり，
それを解き明かすのが法哲学，あるいは政治哲学，
公共哲学，さらには倫理学などといった理論的で
規範的な学問である。
このような学問を展開する場合に重要なのは，
それに特有の規範の意味世界にアプローチする仕
方をある程度自覚的に整理しておくことである。
規範の世界に関わる議論はともすれば直観に頼り
がちになり，その分だけ十人十色になりがちであ
るが，しかしそれは実のところわれわれ自身がす
でにそのような規範的判断の網の目に巻き込まれ
ているためであり，規範がわれわれの感ずる以上
に複雑な様相を呈することの結果である。そのた
め，規範の世界の把握には，われわれがすでに深
く巻き込まれている諸規範の網の目に対して批判
的な距離を置き，われわれの思考の移りゆきを反
芻し精査しながら，その内実を的確に捉えてゆく
ように努めなければならない。
そこでまず第１に確認しておきたいことは，こ
のような規範の世界にアプローチするに際してど
ういう視点をとるかということである。H.L.A.
ハートが『法の概念』において整理して以来，法
哲学においては内的視点と外的視点という区別が
よく知られている⑴。内的視点とは，法実践の中
の当事者としてそこで用いられているさまざまな
原理やルールを受容しながら法について判断を行
い正当化するというときの視点であり，外的視点
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とは，そういった法実践をその外から眺めその構
造や動態を経験科学的に観察し記述するというと
きの視点である。この区別は基本的に重要なもの
であるが，実のところこれらの視点の区別は必ず
しも一義的ではないところがある。例えば，同じ
内的視点において日本国憲法体制を受容している
という中でも裁判官と法学者とでは法の受け容れ
方が異なるであろう。裁判官の場合，法的な決定
を下す際には日本国憲法他のさまざまな法律，あ
るいはそれに付随するさまざまな原則，判例，学
説等に従いながら判断をするが，これは規範の世
界に最も深くコミットした内的視点である。しか
し法学者は，一応日本の法体制を前提はしながら
も，裁判官のような具体的な法的決定を行うとい
うわけではない。例えば法解釈の可能性を理論的
に検討することや法律相談に応ずるといったよう
に，法学者の議論は必ずしも最終的な法的決定に
至るわけではない。その意味で法学者は，深くコ
ミットはしない内的視点とでも言うべきものの内
に立っていることになる。
このように考えると外的視点にも同じような区
別がありうる。１つは法実践のあり方に全くコミ
ットせず，あたかも外国人がわれわれを観察する
ようにおよそ日本の人びとが法のもとでどういう
ことを考え，どのように議論し，どう行動してい
るかを観察し説明すると言うことが，外的視点に
立つことの最も典型的な意義になる。しかしその
一方で，例えばある特定の法体系や法実践に関し
てそれとは全く異なった法体系や法実践の見地か
ら外的な立場に立ち，しかしそこから，自己の法
体系や法実践の中で使われている原理やルールを
引き受けつつ前者の法体制を根本的に批判すると
いうこともありうる。例えば，特定の宗教文化に
基づいた法の理解に立ちながら，日本の憲法体制
における問題性を批判することが可能なわけであ
る。このような意味では，観察や記述を旨とする
外的視点の他に，いわばコミットに準じた外的視
点というものもあることになるであろう。
そうだとすると規範の世界に関する視点につい
ては少なくとも4つの種類が区別されることにな
る⑵。規範のあり方を理論的に把握するにあたっ
ては，この4つのいずれに自分の視点を定めなが
ら議論をするのかということが重要となる。しか
もさらに重要なことに，視点はしばしば気づかな
いうちにずれてゆくことがある。例えば私は日本
国憲法を基本的に受容しているが，しかし特定の
問題の場合，例えば象徴天皇制についてはリベラ
ルな見地に合致しないと考えたりすることもある。
このことは，同じ法実践の中で，かなりの程度ま
でその法実践のあり方を受け容れつつもなお，あ
る特定の問題場面では別のコミットに準じながら，
そこから当の法体系を批判するということがあり
うることを示している。この場合にはコミットし
た内的視点とコミットした外的視点とが絡み合う
ことになるであろう。またそれ以外にも，私は日
本国憲法における平等理念の意義を比較論的に整
理・検討することがあり，それと同時に人びとが
どのように平等を意識しているかを調べることも
ある。この場合にはコミットしない内的視点と典
型的な外的視点とが絡み合うと言える。そのため
４つの視点の区別は実際には錯綜してくるであろ
う。しかし，ともあれ以上の区別を前提にすると，
これから述べることは，基本的に内的視点に立ち
つつも深くはコミットしない，つまり日本国憲法
体制を基本的に受け容れたうえでその部分を若干
相対化もしながら，そこに含まれている規範的な
問題性を批判的に分析しつつ議論するというスタ
ンスを持つことになる。
そのような内的視点に立つとしたうえで，次に，
いかなる形で規範の世界にアプローチしてゆくの
かということが問題となる。深くコミットはしな
い内的視点に立つならば，この日本という社会の
中で展開されている法実践を念頭におき，その内
でどのような規範や価値が働いているかを，法実
践の境界において一定の距離を置きながら把握す
ることが重要となる。それは具体的には，個々人
や法律家のさまざまな思考や行為の内で働いてい
る規範や価値のあり方，またその総体として成り
立っている日本の法というものの有りようを明ら
かにしていくことである。しかし，その場合には
幾つかの方法がある。マイケル･ウォルツァーの
啓発的な整理に従うならば，そこには発見，構築，
そして解釈という３つのモデルがある⑶。発見は，
自然科学と同様に，日本の法実践の背後に働いて
いる法則を見つけるというモデルであり，構築は，
例えばロールズが展開したように，一定の理論装
置を駆使しながら日本の法実践の内で働いている
規範的原則を構成するというモデルである。しか
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し私自身は，それらとは異なって，ウォルツァー
が言うところの解釈（interpretation）というモ
デルによって規範の世界を明らかにしようと考え
ている。解釈の１つの特徴は，すでにわれわれ自
身が規範の中に巻き込まれてしまっていることの
認識を重視し，それらの規範から抜け出すことに
よって一定の発見や構築を行うことは不可能であ
るという前提に立っていることである。つまり，
われわれは常に規範と生きてしまっているのであ
り，われわれの規範の理解の営みはその規範の世
界の内側からなされる解釈的な分節化なのである。
この背景には，もちろん解釈学やその源泉となっ
ている生活世界に関する現象学の発想が連なって
いる。
ただし，解釈を通じて規範の世界を明らかにす
るといっても，そこには何か仮説が必要である。
そこには解釈自体におけるアングルあるいは見方
とでも言うべきものが当然関わってこざるをえな
い。法実践の中でさまざまに働いている規範や価
値，その他の原則などのあり方を明確にするため
に，そこに一定の理論的整合性を見出すための解
釈仮説が不可避なのである。けれどもここで注意
しなければならないのは，その解釈仮説はまた一
定の価値判断というものをつねに含んでいるとい
うことである。というのも，そのような解釈はこ
れもまたわれわれが共に生きてしまっている規範
の世界の内側で行われるからである。もっとも，
解釈のあり方はまさに解釈仮説に依存しており，
これはさまざまに分かれる可能性がある。この点
では，後にも述べるように，私自身は平等主義的
リベラリズムの見方を採ることに理由があると考
えている。
もう１点付け加えるべきことは，法の観念が規
範や価値の重要性とどのように関わってくるかと
いうことである。法とは何かという問題はそれ自
体がまさに数千年来法哲学で争われているところ
である。その仔細に立ち入ることはここではでき
ないが，ただちに言えることは，まず法と法律と
は異なるということである。法律は，一定の権力
機関が介在して確立される強制的な権力の裏打ち
を伴った人為的な規範の体系であり，法の非常に
重要な一部分であることに違いはない。しかし，
法そのもの(the law)は法律と同じではない。法
律は法を一定の手続的条件のもとで主として要
件＝効果の結合形式に則って明確化したものであ
るが，しかし法は常にその根源として存在してい
るのである⑷。
例えば，そのような発想の典型には自然法論が
ある。それは神の命じた宇宙を支配する法則があ
ると考え，人間は理性を使って世界法則の一部を
認識することができると考える。人間はこの現実
世界のなかで理性を通じて法律を作り出すことが
できるが，しかしそれはあくまで法律よりも高次
の，法律を可能にする自然法に従うことによって
である。その一方では，自然法論とは異なって，
人間自身は社会を作るうえで必ず集団として慣習
法を生み出すのであるが，それが全て法律化され
るとは限らないという考えもある。この場合には，
むしろ慣習の中にこそ長い歴史の中で育くまれる
より良き規範や価値が存在するのであり，そうで
あるならばこの見地からしても法律だけには尽き
ない「生ける法」の世界があり，それが法律に優
位していることになる。さらに最近では，道徳，
とりわけ政治道徳（political morality）として
把握される公共的な価値原則をも含めて法として
考えるという方向での議論もある。例えば，ロー
ルズの議論では，正義の２原理が与えられた後に
そこから憲法が制定され，さらに法律が制定され
るという考え方が採られている。またドゥオーキ
ンも，法がルールに還元されるという見方を批判
し，法の捉え方は一定の政治道徳の理論に依存す
ることを強調して，自らは平等の理念を重視して
いる。これらの場合にも法は広い概念として，法
律とは異なる次元に位置していると考えることが
できる。
ただし，その反面では，法と道徳あるいは法と
倫理とは何らかの形で区別はされている。例えば
最近の法哲学の議論では，倫理（ethics）は個々
人のそれぞれの善を表現するものであって，必ず
しもそれが全ての人に通用するわけではないと考
えられる一方で，それに対して法はパブリックな
ものであり，倫理とはレベルが異なると考えられ
ることが多い。そうであるとすれば，一面では法
と道徳とは異なると同時に，他面では，例えば法
を支える基本的な価値，特に自由や平等などは政
治道徳の基本価値として法と重なり合うところも
あることになり，ここに見られる関係は些か複雑
である。ともあれ，ここでは法とは単に法律，あ
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るいは社会的ルールであるというにとどまらず，
さまざまな規範を含みうる広い概念であると捉え
られるということを確認しておきたい。
なお，この点で，法をそのように広く捉えるこ
との意義については疑問の向きがあるかもしれな
い。法は人間が作り出すものである以上，われわ
れが社会の中で民主的に決定するルールの集合体
を法と捉えれば十分であり，そこで一定の道徳や
正義との関係を常に見出さなければならないかは
特に問う必要もなさそうだからである。確かに，
現代社会において法の多くはそのようなルール，
特に法律によって占められているし，それらの役
割は重要である。しかしながら，法そのものの観
念はそれらのルールがなお価値的な意味で適正で
あることを求める。というのも，悪法の問題や法
批判の問題が存在し，その吟味にとって法が重要
な基準になる限り，法律は決して人為だけに依存
できないからである。
2. 法の領域（law’s domain）と
政治・経済・社会
以上の前提を踏まえたうえで，法の１つのあり
方をスケッチしてゆくことにしよう。
最初に，法には独自の領域（domain）がある
ということを確認しておきたいと思う。その領域
というのは規範的な独自の意味空間であって，し
かもそれはわれわれの政治・経済・社会を下支え
していると考えられる。このような法の意味空間
性それ自体は１つの哲学的イシューであるが，す
でに触れたように，規範の世界を認めるならば，
そこには法や法律，あるいは倫理，道徳などがさ
まざまに関連し合った規範群としていわば網の目
を成していると考えることができる。そしてこの
網の目は人間のさまざまな活動の統御に深く関与
しているのである。この網の目がプラトン的なイ
デアであると考えることも不可能ではないかもし
れないし，またそのことによってこのような見方
の形而上学的性格を批判することも不可能ではな
いかもしれない。しかし，この点は今は措いてお
こう。ここで重要なのは，少なくとも一定の権力
行使に関わる適正な正当化事由の集積体として，
法は一定の形質の意味空間を成しており，またそ
のこと自体において一定の公共性を有しつつ政治，
経済，そして社会のさまざまな活動を統御すると
言えるということである。
このような法の領域の有りようをより実質的に
特徴づけるものは，何と言っても法の支配の観念
である。法の支配は，特に近代以降現代に至るま
で，およそ法に携わる人びとが基本的な確信とし
て保持している重要な政治的正義の原則である⑸。
基本的には，法の支配とは法による権力行使に対
する制約を指している。もちろん，法の支配の歴
史を辿れば，いくつかのヴァージョンがある。例
えば，同じアングロ・サクソンでも，イギリスと
アメリカの法の支配は異なる面も多い。イギリス
の場合であれば，議会主権とそのもとでの君主と
いう体制と両立する形で法の支配が考えられてき
たし，成文憲法による権力の制約という要素は弱
いという面がある。それに比してアメリカの場合
であれば，イギリスから独立する過程以来，法の
支配はとりわけ成文憲法を通じて権力の濫用や恣
意的な運用を制約するというところに最大の眼目
があると考えられ，特に司法を通じた法や憲法の
貫徹に重きが置かれている。現在，法の支配は，
どちらかと言えばアメリカ型のものとして考えら
れる傾向があるが，それを支えているのは結局，
法の中でも基本的に重要な憲法というものの存在
である。憲法は成文化されていればいるほど，そ
れに相応して明確な形で一国の政治，経済，社会
の基本的なあり方が定められることになる。それ
は法の支配という観念をより具体的に表現する方
途であり，この意味で法と成文憲法とは現代では
切っても切り離せない関係にあると言ってよい。
ちなみに，このことは法というものの政治的な性
格を考えるうえでも重要であろう。先に法は法律
と区別され，また倫理とも区別されることに触れ
たが，より現実的な意味では，法は特に成文憲法
を通じて，現実に機能している政治権力や統治者
の実力に対する規範的制約として働くのであり，
十分な正当化理由を伴う説明責任を課することで
権力の公共的な統御を志向するのである。
法の支配に関してもう１つ指摘しておきたいの
は，17世紀から現在に至るまで国家や社会の有
りようが変化してきており，それらの複雑化と多
元化に応じて法自体もまた多様化してきていると
いうことである。それは具体的には，さまざまな
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個別立法や特別法が制定されると共に国家の役割
が消極的なものから積極的なものへと変化し，そ
れに応じてわれわれが想像できる以上に法の網の
目が至るところに張り巡らされている事態として
考えられる。とりわけ法律の体系は，現代社会で
は社会を構築するための必須の条件にさえなって
いると言ってよい。このようないわゆる法制化と
の関係では，法の中に融合あるいは競合とでも呼
ぶべき現象が起きてきていることには注目してよ
いかもしれない。例えば，憲法と民法との関係が
その典型例を与える。基本的人権の保障は憲法の
重要な機能であるが，しかしそれは憲法レベルで
の問題に限られず，民法においても特に一般条項
の機能や不法行為の問題を通じて現れるのであり，
さらに，例えば人格権の保護の場合のようにそれ
ら２つの法律における権利保障の様式が融合した
り，あるいは環境的利益の保全の場合のように２
つの様式が競合したりすることがある。このよう
な問題をいかに理解するかということは，とりも
なおさず，現代社会における法の支配の意義を再
考することの重要性を示しているであろう⑹。
では，現代社会において法の支配はどのように
変容するであろうか。その方向性に関して約言す
るとすれば，政治の領域に関してはこれを可能な
限り透明化するということがある。例えばそれは，
行政法の領域などで一般市民に対する聴聞手続を
十分に展開したり，あるいは情報開示を拡大する
ことに努めたり，あるいは行政裁量に一定の明確
な法的基準を設けようとされつつあることに現れ
ている。政治や行政というものが一般市民にもい
っそう理解可能なものになり，そのことによって
政治や行政のあり方自体が従前以上に予測可能で
吟味可能なものになるという方向は重要である。
その一方，基本的人権の保障という面では，古典
的な人権，例えばさまざまな自由権のみならず生
存権なども含め，さらにそれに加えてプライバシ
ーの権利，知る権利，あるいは環境権，さらには
子供の権利といったものに至るまで保障が拡大し
つつあるが，これはまさに近代の法が核としてい
た権利の擁護がいっそう発展拡充されることで法
の支配が広がっている１つの例だと言えよう。こ
のことによって従前では考えられなかったような
人びとの利益が政治や行政の中で広範に着目され
てゆく可能性が開かれるのである。
さらに，経済の領域については，この領域での
憲法と称される独占禁止法はもちろんのこと，そ
の他に不正競争防止法などの経済活動に関わる法
律，そして商法も含めて，広範な法の関わりが重
要である。ここでの基本的目的は独禁法に言うと
ころの公正で自由，かつ民主的な経済の確立とい
うことであるが，このこと自体は日本国憲法体制
のもとでは基本的人権の保障の含意として法によ
る支援の目的と考えられる。換言すれば，ともす
れば暴走しがちな市場メカニズムは法による統御
を受けることでその最善の機能を果たすのである。
それがこれまでに成功しているかどうかは別とし
ても，少なくとも市場経済が日本社会の内では憲
法や独禁法を介した市場に関する公共的な枠組み
のもとで営まれているということもまた，法の支
配の一面として確認しておかなければならないし，
今後グローバリゼーションの中で市場メカニズム
がますます力を持つときには，その分だけ法によ
る馴致が重要となるだろう。
加えて，社会保障の問題にも言及しないわけに
はゆかない。周知のように，年金，医療，障害者
支援，あるいはその他の生活支援のあり方の問題
は現下の日本社会にとって緊急のものとなってい
る。その詳細はここでは省かざるを得ないが，こ
れらの問題は，憲法の生存権規定を承けながらそ
れをいかに現代的に再考してゆくのかという問題
にも大いに関わっている。特にそこでは，要保障
者の増大と財源の減少という逆説の直中にある社
会保障の適正なあり方が重要である。この点に関
しては，基本的に社会保障は個人の自由を促進す
るという見地から考えられるべきなのか，それと
も個人を支える社会連帯を促進するという見地か
ら考えられるべきなのかといった議論が法学や公
共倫理の領域で進みつつあるが，それはとりもな
おさず法の支配の深化に関わっている。
このように法が社会のさまざまな側面に関わっ
ていることを強調するとき，ある意味ではそれは
法もしくは法学帝国主義のように聞こえるかもし
れない。もちろんここではそのような「侵略的意
図」は全くない。むしろ理論的な観点からは，そ
もそも法とは包括的に社会秩序の問題全般に関わ
るものであることを確認しておく必要があるであ
ろう。実際，世界のどこであれ，法律の数は多く，
法律家の数も増えつつあり，かつ法理論家も多い
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のであり，日本もその例外ではない。そういった
さまざまな規則や人びととの関わりの中で法の全
体は動いているのであり，それは好むと好まざる
とに拘わらず政治・経済・社会などの問題場面に
深く関わっている。
さて，今まで述べてきた法の支配の意義に関す
る問題は，実は近代国民国家の存在を踏まえたう
えで考えられてきたことである。しかし周知のよ
うに，近代国民国家は内外から破れ目を持ち始め
ている。外からというのはグローバリゼーション
が国境を超えて社会に影響を与えつつあるという
問題であり，内からというのは法学あるいは広く
法の捉え方の側からポストモダニズムの影響が現
れて法を侵食し始めているという問題である⑺。
特に後者に関して言えば，ポストモダニズムから
の法批判はまず法の自律性・中立性への批判を含
むが，これは近代的な法の支配が実は様々なイデ
オロギー的な前提を持ち込んで成り立っているこ
とへの批判である。例えば，法律はあくまで一般
的かつ普遍的な形で規定されており，可能な限り
個々人の生活の具体的な倫理や社会関係のあり方
には立ち入らないように謙抑的に構成されている。
しかし，そういった法の自律性・中立性が実はか
えって個別に生ずる様々なケースや人びとの様々
な関係に応じた規範的要求をむしろ抑圧すること
になっていることがある。その典型は何と言って
も家族法の領域であろう。そこでは男女平等の原
則のもとで，実際には女性差別やドメスティッ
ク・バイオレンスの問題が存在している。ここで
は，近代国民国家における法の支配とは実のとこ
ろマスキュリンなものであって，フェミニンなも
のは多く普遍性の名のもとに抑圧されているとい
う事態がある。
このような批判が提起するのは，法とは何かと
いう問題の再考である。法学の内部，例えば法社
会学のような領域では，法というものをより個別
的なケース・バイ・ケースのものとして捉えるこ
との重要性や，大文字の正義（Justice）の体系
ではなく小文字の諸正義（justices）の集合とし
て捉えることが必要だといったことが説かれる。
この立場を代表する論者によれば，そこでは単に
近代的な法のあり方を批判するというだけではな
く，それに対抗する新たな法の戦略が重要であり，
それは「密漁と抵抗のポリティックス」と言われ
たりもする⑻。つまり，個々のケースに則して法
的な判断や活動を行い，近代法の体系を脱構築し
ながら，近代法が予想もしなかった恒常的な抑圧
を取り除き，そのことによってミクロなレベルで
法のあり方あるいは小文字の諸正義のあり方を再
生させるという戦略がここでは重要なのである。
このような見方を徹底してゆくならば，先に述べ
た憲法体制に代表されるような近現代における法
の支配のあり方は否定され，むしろ，個別具体的
な判断や行為の集積から法がボトム・アップな形
で立ち上げられ，形成され変動してゆくという見
方が採られることになる。このような見方がなさ
れる場合法の支配がいかなる形で再編されること
になるのか，我々はその問題を真剣に考える必要
がある。
結局のところ，法はどのような形で政治・経
済・社会のあり方に対して適正に対処できるのか，
換言すれば，法はそれ自体として一定の公共性を
有する一連の規範であるとして，それはいかなる
分節化を通じてより適正に表現されるのか――そ
れが規範哲学としての法哲学，あるいはそれと関
連する政治哲学，あるいは公共哲学の現今の１つ
の重要な課題であると言えるであろう。以下では，
この問題に関する私なりの答えの基本的概要を述
べることにしたい。
3. 法の１つのコンセプション
問題はまず，上記の現代的な課題に応えるため
に法は基本的にどのような存在性格のものとして
捉える必要があるのかということである。ただし，
法にも様々な捉え方がある。以下で記すのはあく
まで１つのコンセプションであって，それが他の
法のコンセプションとどのような関係に立つかと
いうこと自体は大いに議論されなければならない。
しかし，ここでは先に触れたように，平等主義的
リベラリズムという見地に立つ場合に法がどのよ
うに理解されるかということの１つの素描を行う
ことにしたい。
法とは何を対象とするのであろうか。私の考え
では，それは最終的に社会における?ひと>
(person)のあり方に関わっている⑼。この?ひ
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と>とは社会の中に生きる個々人であるが，しか
しそれは特定の来歴や個性を有する個々人ではな
く，誰でもありうる存在としての人間であり，そ
のような存在が法によって保護されるのである。
それは，誰であれいつ自由を侵害されるかわから
ない，いつ困窮するかわからないといった状況を
想定しながら，いかなる場合であれ一定の利益剥
奪の事態に対して公共的な保護を行うための規範
の網の目である。そのような規範の網の目は，個
人がどのような状況に立ち至ったとしてもなお他
人と同様な形で一定の利益や価値を享受できるこ
とを保障する公共的な原則やルールの総体である
とも言える。
その場合，ここには２つの大きな前提がある。
１つは，個人が社会の中で公共的な規範によって
注視される対象であると言ったとき，そこで考え
られる?ひと>とは何なのか，個人のどのような
側面を公共的に尊重し配慮するのかということに
ついての一定の前提である。もう１つは，その
?ひと>のあり方と，公共的な見地からのルール
や原理，規範による処遇とは一応別個の問題であ
るという，ある種の公私二元論である。これらは
それ自体が論争的な前提であるが，深くは立ち入
らず簡単にまとめるならば，?ひと>のあり方を
考える場合に，現代のように価値の多元性に溢れ
た状況では個人の価値観はさまざまであり，その
価値観の全てに公共的な形で対応するということ
は不可能であるということが基本となるだろう。
そうであれば，法が?ひと>に対応するという場
合，個々人のいかなる側面を対象とするのかが問
題となり，その場合にはさらに，個々人がどのよ
うな生活，どのような価値観，あるいは利益を持
つにしても，最小限度誰にも共通するはずの一定
の利益や価値があるはずだという前提に立つこと
になる。すでにこれ自体がリベラリズムの考え方
に連なることは明らかであろうが，一応これらの
前提のもとで議論を進めてゆこう。
このような多様な個々人に共通する人間存在の
あり方を，私は自己形成と呼ぶ。個々人が有する
さまざまな人生経験の中で，その軸となる部分は，
誰であれ自己の人生を何がしかの一貫性を持って
形づくろうとする志である。このような人生の核
を表現するのが自己形成であり，それは誰であれ
およそ人間的な生を送ろうとする者には常にすで
に働いている根源的な志向性であると言える。
個々人は，いかなる形であれ，現実に生きている。
この生きていることそれ自体は不可避の事実であ
り，この生を何がしかの形で生き抜くことそのこ
と，自らの生を何らかの形で作り続けることその
こと，それはすべての個人に共通する営みである
はずである。この意味において，個々人は根源的
な倫理を抱くことができる。つまり，各自がある
可能な一貫性を持って生きようとすることそのも
のはその具体的内容からは独立した最も根源的な
倫理であるだろう。このこと自体はまた論争的で
はあるのだが，あえて言えば，個々人は常により
よく生きようとするということである。その生き
方がどのような形態や内容であれ，各自がよく生
きようとすることはお互いに重視すべき倫理的な
意義を持つことがらである。この意味で，自己形
成とはそれ自体がまた一定の倫理でもある。
このような自己形成を公共的見地から捉えよう
とするとき，自己形成とは個々人がそれぞれに生
を形成し，活動し，成長してゆくときの軸である。
そのため，?ひと>を対象として規整を行う法に
おいて重要なのは個々人に共通する活動条件の保
障であり，特に自己形成を支え，促進し，そして
その達成を可能にし，そして新たな自己形成の段
階へと向かわせるという諸条件の維持である。そ
こでは，まず自己形成の基盤，過程，そして成果
という３つの活動の場面が重要である。自己形成
の基盤とは?ひと>の行為資格や権限の問題であ
る。自己形成の過程とは必要な能力を発揮して望
む自己を形づくるプロセスである。そして，自己
形成の成果とは行為の産物として生まれる利益を
他者と共に分け合うことの問題である。そのため
法による自己形成の保障は，その活動資格，活動
能力，活動結果という３つの活動局面に関連し，
これらの局面における資源の保全に関わる。その
一方で，法の働きは種々の活動領域に応じても異
なる。そこで重要なのは一般に社会における活動
領域の区別である。ここでは，権力関係のあり方
に関わる政治的活動，家族や教育，福祉医療サー
ビスなどに関わる文化的活動，そして財の生産や
消費，労働などに関わる経済的活動を区別するこ
とができるが，それぞれを中心とする活動領域と
して政治領域，文化領域，そして経済領域の３つ
を区分することができる。そしてこの区分に従う
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ならば，各領域においてはそれぞれに特有の財，
すなわち政治的財，文化的財，そして経済的財が
活動の資源として必要になるから，各領域の内で
それらの特有の財が一定の形で保全されることが
望ましいことになるであろう。こうして，法によ
る?ひと>への働きかけはこれらの活動局面と活
動領域との組み合わせにおいて，すなわち一方で，
活動資格，活動能力，活動成果を軸とし，他方で
政治的財，文化的財，そして経済的財を軸として
組み立てられる。公共的な規範としての法はこの
ようにして構成される?ひと>のあり方を対象と
して，それに尊重と配慮を行うことになる。
ではそのような尊重や配慮はいかなる程度のも
のとなるであろうか。法が?ひと>を保護する場
合には，一定の側面においてであれいかなる幅に
おいて?ひと>を支援したり，他人との社会関係
を整序していくか，またどのような深さまで，つ
まり?ひと>の内奥に関わるいかなる場面に立ち
入るか，そしてさらにどのような厚さでもってそ
れら?ひと>に必要な財を保障していくかといっ
たさまざまな次元の問題も出てくることになる。
それらについて，例えば憲法，民法，あるいはそ
れ以外の社会保障法や独禁法などは，それぞれの
問題場面で，その領域に独自の保障の幅，深さ，
そして厚さというものを規定していこうとしてい
ると言えるであろう。そのことによって，社会の
誰もが相応の形でさまざまな財の保障や支援を受
けることが可能となり，それぞれの自己形成が適
正に支えられることになる。これが法の役割であ
る。
では，法はいかなる具体的な方略によって，自
己形成を支えるのだろうか。この場合のポイント
としては，?ひと>に対する支援，社会的な関係
形成という２つの要素があると考えられる。?ひ
と>への支援という場合には，１つは自由権や社
会権などのさまざまな個人の権利の保障であり，
もう１つは公共的規範の有り様を考え決定してい
く熟議の過程に入っていくための参加条件を保障
することが大きな目的になる?。これらは特に，
後者の参加条件が民主主義的な形で定められてゆ
く一方でともすればそこで見逃されがちな少数の
個々人の重要な価値や利益をも権利によって保護
しながら，安定した適正な社会秩序を形づくり，
最終的に自己形成の十全な実現へとつなげてゆく
ために重要である。また，社会的な関係形成とい
う場合には，?ひと>への支援と同時に個人の権
利や参加の条件を保障することを通じて，社会に
おける個々人の間の相互的な関係を形づくってゆ
くことを意味する。これは，ある限定された政治
的な権力関係の中で発生してくる市民としての相
互性であるが，そのような社会的関係との関わり
で人びとにはそれぞれの責任の範囲が決まってく
るということになるであろう。これは，法という
公共的規範が一定の社会的次元においてもたらす
個々人の間の相互作用のポイントである。
次の問題は，法という公共的規範と?ひと>と
の関わりや相互作用の仕方の内実においてはどの
ような価値あるいは原則がその働きを統御してい
るのかということである。この法の働きに介在し
ている価値や原則のあり方に関してはさまざまな
捉え方があるが，私の見方は，そこにはリベラル
な意味での謙抑性があり，リベラルな内容を有す
る公共的価値というものが法の内質を与えている
というものである。
自己形成を支える法がもたらす社会のあり方は，
リベラルな法共同体である。ここで言うリベラル
な法共同体とは，法の支配，権利や参加，あるい
は責任と相互性などとの関わりで限定された意味
で社会的な共同性が成り立つということである。
このような考え方は，すでにロールズやドゥオー
キンなどによって展開されてきたものである。さ
らに，そういったリベラルな法共同体を支えるも
のとして一定の公共的価値群があり，それが法と
いう公共的規範が自己形成のために形づくる意味
空間の内実を定めているのであるが，その中でも
重要なのが正義だと言えるであろう。このような
正義の意義に関しては後述することとして，ここ
で注意をしておかなければならないのは，すでに
述べた法と?ひと>との間の相互作用の見方も，
またここで述べようとする正義のあり方も，一定
のリベラルな立場からの見方を前提にしていると
いうことである。これらの法や正義の規定にあた
っては，一般的にはさまざまな考え方が成り立つ
余地がある。その中でいったい何が重要な価値で
あり，何が重要な意味での正義なのかという議論
は，そもそも価値的な争いなのである。
ここで公共的価値のあり方との関連で，公共性
という概念，そしてそれと法との関わりについて
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触れておく必要があるだろう。ここまでの行論に
おいて，私は，法は公共的な規範世界とでも言う
べきものを組み立てているということを述べてき
た。法はまずそれ自体で一定の公共性を表現して
いるが，それは?ひと>の自己形成への社会的な
見地からの支えを与えることにおいてであり，そ
してその内実は公共的価値としての正義によって
与えられるからである。しかしながら，問題はそ
れら自体がいかなる基準のもとで公共的であるか
ということであろう。ここには３種類の問題があ
る。１つはそもそも一定の国民国家における法体
制それ自体がどのような意味で公共性を有してい
ると言えるのか，国民国家だけが唯一の法体制の
基礎となりうるのかということである。もう１つ
は一定の公共的価値があるとしても，それは今ま
で示唆してきたような平等主義的なリベラリズム
の見地から明らかにされるという種類のものなの
かどうか，なぜそれ以外の全く別の立場から考え
られる種類の価値ではいけないのかということで
ある。しかし，さらにそれらへの答え以前にまず
考えておかなければいけないのは，そもそも公共
性と考えられている自体がどのような意味を持つ
ことなのかという問題である。ここで触れておき
たいのはこの最後の点である。
われわれはさまざまな価値を抱えて生きている。
誠実，慈善，友情，あるいは自由，平等，連帯，
あるいは効率性などである。これらの価値は個人
的なものから，多数の人が地球的な規模で受け容
れているかもしれないものまで幅広くある。しか
し，そういった価値群の中で公共的であると言え
るものは一定の条件を満たす必要がある。とりわ
け典型的に公共的価値として考えられるのは，自
由と平等と効率性であるが，問題は，なぜこれら
の価値が公共性を持つかの基準にある。私の考え
ではそこには３つの基準があると言えるだろう。
１つは，公共性には他者関係性ということが必然
的に含まれるということである。そして，さらに
そこでは相互性もしくは互恵性が重要になるであ
ろう。これは自己と他者との同等性を含んでいる。
しかし，他者関係性と相互性だけではなお，それ
がいかなる程度の同等性を含むのかは特定され得
ない。そこでもう１つ，公正であることという基
準が加わる必要があると考えられる?。他者関係
性や相互性という基準だけでもいくつかの価値が
選り分けられるであろう。先の例で言えば，誠実
や慈善はこれらの基準によって公共的価値からは
区別されよう。さらに友情は公正さにおいて必ず
しもそれが適正な同等性を含むとは限らない点で，
自由，平等，あるいは効率性とは区別されること
になろう。その反面，自由，平等，あるいは効率
性は，他者との関係において相互的に，しかも誰
にも等しい利益をもたらすはずの価値である。
もちろん，このような公共性の基準自体は大い
に争われる余地がある。それはまた正義のあり方
に関する争いでもある。しかし，ともあれ一定の
公共的価値が受容され，それらが適正な仕方で整
序されるときに正義は公共的価値の中で最も高次
のものとして成り立ち，法によって規定される規
範空間を司る要になるだろうと考えられる。実際，
このような法と正義とのつながりに関する議論は，
まずロールズによって開拓され，ドゥオーキンな
どにも引き継がれて，多かれ少なかれ現代の法哲
学では１つの潮流となっているのである。
4. 正義の１つのコンセプション
そこで正義の内容の問題に進むことにしよう。
最初に２つの着眼点について触れておきたい。ま
ず，周知のようにロールズ以来，いわゆる「分配
パラダイム」が正義論の基本的な枠組みになって
いる。このような分配的正義を中心とする正義論
に関しては，例えばアイリス・ヤングによって，
個々人に対する財の分配を中心とする正義の捉え
方，とりわけ資源を人びとにどう等しく分配する
かという正義の捉え方は基本的に狭隘なものであ
り，人びとを取り巻いている権力構造それ自体が
孕んでいる抑圧，搾取，剥奪，差別といった問題
に触れないままであるという批判がある。分配的
正義はそれ自体として不適切であるわけではない
としても，それだけで正義の問題が尽くされたと
考えることは上記のような権力関係に伴う非対称
性の問題，つまりは正義の最も重要な問題場面を
見逃してしまうのである。この批判には確かに理
由がある。正義が広い意味で社会のあり方を適正
なものにしてゆくためには，単に個々人に必要な
財を分配するだけでなく，個々人が置かれた境遇
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そのものに関わる構造的な歪みを正してゆかなけ
ればならないという主張は傾聴に値する。しかし，
逆に敢えて言うならば，先にも触れたリベラルな
正義のあり方というものを?ひと>の活動の基盤
から経路，成果などに対する配慮と特徴づける中
で，権力構造の問題もある程度までは解決される
だろうと考えられる。例えば，活動資格のレベル
で権利を十分に保障するということは，仮にそれ
が個々の暴力や大規模な権力的抑圧に対して弱さ
を有するとしてもなお，個々人に権利をもたらす
ことで個々人の救済可能性に対する一定のエンパ
ワーメントとなっているということ自体は，失っ
てはならない近代の智慧の１つであると思われる
のであり，この点では決して権力構造の問題と無
縁であるわけではないであろう。活動能力の問題
に関しても，さまざまな能力保障，例えば経済の
場合で言えば職業訓練や失業保障なども個人の自
己形成を支援するという見地からすれば一定のエ
ンパワーメントになるのであって，経済権力が跋
扈しがちな市場の中でも意義のない弱いものでは
ないであろう。もちろん問題は，大規模に行われ
る暴力や大規模に生ずる経済的格差に対して，
個々人の声が集積したとしてもなお力の面では弱
いものにとどまる可能性があることをどう考える
かということである。しかし，そのことは直ちに
権利の保障や経済活動に対する能力保障が意味が
ないということにはならない。それらの保障は
?ひと>の保護を与えてゆくうえで最小限度であ
れ必要なことだろうと考えられる。
もう１つの問題は，個々人のさまざまな生活の
あり方に対して中立的な資源分配を中心とすると
いう方法は，本当に個々人の全き幸せに繫がるも
のなのかということである。例えばアマルティ
ア・センが主張するように，資源を保全すること
が個々人が本来有している潜在能力の発現の十分
な保障になりうるのかといった問題が確かにある。
しかし，ロールズの言う社会的優先財はその意味
で若干狭い資源の考え方ではあるが，例えばドゥ
オーキンの言う資源となると広い意味があり，そ
こでは外的なものと内的なもの，換言すれば物質
的なものと精神的なものとが含まれているとされ
る。その内容はなお曖昧なところが残るとしても，
問題は資源の内容がどのような形でどこまで幅広
く考えられるかということに応じて相対化される
であろう。少なくとも，私が考えるような活動資
格，活動能力，活動成果を区分し，またそれを政
治の場面，文化の場面，あるいは経済の場面と後
で区切った上で，考慮されるべき資源の種類をバ
ラエティに富んだものにしていくという考え方が
可能ならば，資源の中立性に伴う問題を克服する
ことは難しくないと思われる。
そこで，私が考える正義の実質的内容は次のよ
うなマトリックスで表現される。
正義がマトリックスとして表現されるというこ
とは，一般的には次のようなことを指している。
つまり，価値の構造はまず一定の順序を有する縦
軸と横軸との複合によって表現され，そこに現れ
るセル毎に一定の順序性を持つ。例えば縦軸に
x, y, z，横軸に p, q, rという３つの要素を置く
ならば，９つのセルが得られる。これらのセルは
それぞれの内に，正義に適った分配的判断が帰属
する領域を示している。そのうえで，例えば x
と pとが最優先の順位を有すると考えられると
すると，９つのセルの優先順序は，x,y,zを基礎
とする場合には x-p,y-p,z-p,x-q,y-q,z-q,x-r,y-r,
z-rという順序で与えられる。これは，それぞれ
のセルに当たる部分についての保障がそれ以外の
部分に優先するかあるいは劣位することを示す。
こうしてマトリックスとしての正義は，具体的な
保障の必要性がマトリックス内のどのセルに位置
するかに応じて優劣を定める。
ところで，すでに述べた公共的価値としての自
由，平等，効率性を調停する価値として，私は公
正という価値が重要であると考える。その最善の
解釈は自由，平等，効率性の最も適正なミックス
を表現するものとして与えられよう。自由，平等，
効率性を調停するために，公正はこれらの価値に
よる財の分配をある形で統御しようとする。それ
は，形式的には対立するさまざまな要求を第三者
的観点から調整するという意味で裁定的なもので
あり，さらにいかなる資源についても包括的に適
活動資格 活動能力 活動成果
政治的財 ?
文化的財 ? ? ?
経済的財 ? ? ? ? ?
（?は平等な保護とその程度を示す）
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用されその均衡を作り出そうとする点で分配的な
ものである。この公正は実質的にはそれを具体化
する規範理論を要請するが，この規範理論の条件
として２つの原理を含むと考えられる。すなわち，
均等な固体抽出の原理と資源分配の実質的公正の
原理である。公正は，まず前者の原理によって現
実の資源不均衡に則しながら考慮対象となる等存
在（equals）としての単位を定め，それを踏まえ
て後者の原理によって当該単位間での資源の均等
化を追求する。特に後者の実質的公正の原理は，
各自の生活にとって重要な資源の剥奪状態，すな
わち公正棄損を是正することを求めるが，その公
正棄損とは別の角度からみれば個々人の自己形成
の可能性の均しさが損なわれていることである。
公正の水準を保全することはこのアクセスの可能
性を均しく開くことであり，個々人の活動におけ
る諸条件に関わる多様な財の不均衡を是正して，
個々人の自立を支援することである。それ故，こ
こでの公正の意義は?自立への均しいアクセス>
の保障にあると言えよう。この意味での公正棄損
の是正は，?ひと>のあり方に相応して，それを
形づくる諸条件に則した財の多面的な保全として
規定される。それはすでに述べたように，活動資
格，活動能力，活動成果という３つの活動局面と，
政治的財，文化的財，経済的財という３つの活動
領域の組み合わせによる９つのセルから成るマト
リックスとその適正な充足のあり方によって表現
される。
補足として一点述べておこう。正義が一定の形
で理論的に明確化されるとしても，特にポストモ
ダンな立場に立てば正義概念そのものが非常に抑
圧的に見えてくることがある。そこでは，正義の
理論とは独断的ないしは教条的で柔軟性のないか
け声に写るのであり，特に日本社会ではそのよう
な傾向が少なくないであろう。しかし，ここで私
が述べていることは極めて謙抑的なものである。
つまり，１つには，正義の意義を評価するという
ことと権威主義とは異質である。正義がドグマテ
ィックになるのは，正義が内容空虚な形にも拘わ
らず自明で正当であるかのように唱えられるとき
である。しかし，これはドグマティズムの問題で
あって正義の理論そのものの問題ではない。他方
で，正義の内容を考えるときには，アリストテレ
スが喝破したように「等しきものは等しく，等し
からざるものは等しからざるよう取り扱う」こと
が重要なのであるが，つまるところイソンないし
は均等にこそ正義の核があるという彼の直観は的
確であるとしても，問題は当然，誰に何をどのよ
うに与えることが等しきものを等しく取扱い，等
しからざるものを等しからざるように取扱うかと
いうことにある。正義の理論はそこでこそ必要で
あり，その際に重要なことは理論をいかにフレキ
シブルに構成できるかということであって，それ
がまた正義の応答可能性を高めるだろうと考えら
れる。私なりの試みはこの精神に則ったものであ
る。それ故ここで言えるのは，正義は道徳的に重
要な概念である，しかしそれが真に重要であるた
めにはその内容は?ひと>の複雑さや社会の複雑
さに相応した一定のフレキシブルの内容を持つ必
要があるということである。
5. 法の構造化 (the structuration of law)
これまでに述べてきたことは，法の公共性を支
えている規範空間のあり方であり，その要に一定
のリベラルな正義観念があるということであった。
それを承けて，それでは法はいかなる形や仕組み
を有するのかということが問題となるであろう。
最初に述べておきたいのは，正義と法との相互
関係についてである。それは換言すれば正義の基
底性の意味という問題であり，その解釈としてベ
ースラインとエレメントとを区別する必要がある
ということである。前者はロールズの考え方であ
って，それは，正義は法や政治の制度を包括的に
統御するところの道徳的な前提枠組みを与えると
いう見方である。ロールズにおいては，正義の２
原理のセットは基本的には社会の基本構造に関す
る枠組みとなっており，その指針に則して憲法が
作られ，その憲法に則してさらに法律が作られ，
行政や司法あるいは市民がそれを実現していくと
いう４段階の構造を伴っている。それは静態的に
みた場合には，結局，法・政治制度は正義の枠組
みを頂点とする一種のハイアラーキーに位置づけ
られる状態になっていて，たとえて言えばちょう
ど法体系の段階構造に比することができよう。こ
こで重要なのは，この正義観念は憲法にのみ関わ
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るということである。しかし，このことは適切で
あろうか。われわれの直観は，いかなる法におい
てであれ正義はその背景において重要であること
を示す。正義原理は憲法上確認される価値だけを
含んでいるわけではなく，むしろ種々の生活文脈
に則して解釈されるものであり，憲法上の把握は
その一側面であると考えるのが適切である。正義
原理の基本的内容は基本的権利や富の分配にのみ
限られるものではなく，日常的な生活関係におけ
る利益や負担の公平，経済的秩序における公正や
自由の維持などにも関わっているのである。この
意味で正義は様々な問題に関係して遍在するので
あり，その点でさまざまな判断のエレメントとし
て機能している。正義の基底性とはまさにこの意
味で捉えられるべきであろう。これは，およそ法
的であれ倫理的であれ，正義に適った規範的主張
がなされるときには一定の正義原理が当の主張に
論理的に常に内属しているということでもある。
われわれが規範的議論において頼りにするものは，
当該の法や政治文化の内にあって規範的あるいは
道徳的資源として援用できるところの価値である。
実践的な判断はそのような価値観をむしろ紡ぎ出
しながら直接に問題を議論することから生ずるで
あろう。法の空間の中では正義はさまざまな経路
において顔を現すのである。
正義と法とのより個別的な連関について述べる
ならば，法のあり方は社会的コンフリクトと正義
の理念的要請との間で相関的に定まると言える。
社会は個人や集団のさまざまの活動とそこから産
み出される関係の網の目によって複雑にできあが
っており，さまざまなコンフリクトを生ずる。そ
の一方で，これらのコンフリクトに対抗して正義
はそれを統御しようとする。法はその間にあって，
正義の要請をより精緻化された形で実現しようと
する制度である。法は正義に依拠しつつ，われわ
れの実践的判断の中で明示的にルール化できる部
分を定式化し，かつ権力的なメカニズムを借りな
がらそれを補強するという形で確立されるもので
あると言えよう。
そのような法はさらに一定の制度的原則のもと
で構造化されてゆく。ここで構造化というのはア
ンソニー・ギデンスによる概念であり，社会を支
える制度構造が実は一定の生成過程のなかで生ま
れるという事態を指し示すのに用いられているも
のである?。ここで重視されるのは，法の作られ
方そのものも一定の制度的原理に依拠して変化す
るということである。それは法の新たな編成の問
題として考えられるべきものであると言ってもよ
いであろう。その場合には，既存の経済法，憲法，
民法，あるいは商法や労働法などといった従前か
らの区分以上に，市場における人間活動のあり方
に対応した法律や条文の新たな体系化が意義を持
つことにもなるであろうし，加えて，それぞれの
法律を執行する機関や組織の間の新たなネットワ
ーキングの可能性が再検討されることにもなるで
あろう。
例えばここでは次のような可能性も考えられる。
既存の法制度は憲法，民法，刑法などの区分が行
われてきたが，そこに働いていると考えられる構
造化の原則は，政治的，私的，あるいは犯罪とい
った関連する行為のあり方によると思われる。し
かし，その一方で手続や実体などといった法的処
理の属性に則した構造化もありうるであろうし，
さらにはここで議論している正義のあり方，特に
先に述べた実質的公正のあり方に相応して，９つ
のセルのそれぞれに則した政治的資格の法，文化
的資格の法，文化的能力の法，あるいは経済的資
格の法，経済的能力の法，経済的達成の法などと
いった価値的な構造化も可能かもしれない。さら
に，特定の生活文脈，例えば市場に関して，市場
の構成条件，過程条件，あるいは市場の結果条件
などの市場の境界的条件のあり方に応じた法の構
造化や，あるいはミクロな行為規制とマクロな場
の規制，一般的な規制と個別的な規制，さらには
不当な活動を禁止する排除的規制，活動を援助す
る促進的規制，賠償や処罰などの救済的規制とい
った規制様式の区別などに則した法の構造化も可
能であろうし，さらに，これらの構造化全体の相
互関係を横断的に規定し整合化してゆくことも可
能であろう。これらの可能性に関して，いかなる
構造化の基準によって法やその執行機関のネット
ワークを構成するかは，正義のコンセプションや
法のコンセプションの分節化と連動している。少
なくとも，正義の基底性がすでに述べたような意
味でエレメントでありうるのであれば，それは近
代の憲法体制以来形づくられてきたハイアラーキ
ー的な法の構造化とはかなり異なる形のものとな
るであろう。
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公正のマトリックスとして表現されるエレメン
トとしての正義のあり方を基軸にするならば，そ
れに応じて形づくられる法は，制定法のように一
定の決定手続によって確立されるものではなく，
むしろ正義のあり方や解決を必要とする個別的な
ケースとの間での実践的な判断を通じて形成され
てゆくものとなる。そこでは，法は開かれた制度
となる。法は当該社会の基本的原則をなす一定の
道徳的観点に立って，それに則して諸要求の優先
関係を柔軟に決定してゆく。法には不確定性がつ
きものであるが，それは制度の運用実践において
不断に解決されてゆく。法は制定法をも含むが，
その活用は道徳的原則との関係で柔軟な推論に基
づく。私は以前にこのような法のあり方を?解釈
的法>と呼んだことがある。このような法はさま
ざまなケースへの柔軟で道徳的に感受性ある対応
が可能であり，しばしば近代的な制定法に対して
投げかけられる硬直性や抑圧性の批判を回避でき
るものとなるであろう。
このことは，法の公共的な応答性という問題に
もつながる。法が一定の公共性のもとで?ひと>
に対応しようとするとき，そこには確かに限界が
ある。それにも拘わらず重要なのは，法はそのよ
うな限定を有しつつもなお個々人の自己形成とい
う意味での多様な生に対してその保護，維持，発
展を可能にしようとしていることである。ここで，
法がその統御対象に関する構え方には３つの主な
次元が区別されるであろう。それは法がさまざま
な要求をどこまで取り上げるかという幅と，それ
らの要求の個々にどの程度まで応じるかという深
さと，そしてそれらの要求への応答がいかなる方
法によるかという規整態様である。この見方をも
とにするならば，法には基本的に次のような８つ
の構え方，すなわち，(1)広い／深い／直接［規
整］，(2)広い／深い／間接［規整］，(3)広い／浅
い／直接，(4)広い／浅い／間接，(5)狭い／深
い／直接，(6)狭い／深い／間接，(7)狭い／浅
い／直接，(8)狭い／浅い／間接，という構え方
が可能になるが，これは法による?ひと>への公
共的配慮を柔軟に規定してゆく場合の１つの発見
法となるであろう。法の限界を個人の独自の生活
や倫理から批判することはある意味では容易い。
そもそも法は原理的に言ってそれらの固有の生活
や価値に及び得ない側面を持つのだから。しかし，
だからといって法がそれらの生活や価値に全く触
れ得ないわけでもない。法は制度を通じてであれ
最終的には?ひと>の保護へと向かうものだから
である。重要なことは，可能な法の柔軟なあり方
を追求することであり，その応答可能性を深める
ことである。
6. おわりに――残された幾つかの問題
おわりに，残された幾つかの問題について付言
することで，本稿の結びに代えることにしたい。
まず第１に触れておきたいのは，正義と法の普
遍性という問題であり，とりわけここで述べられ
たリベラルな正義や法の超文化的な通用力の問題
である。端的に言えば，私は，これらの価値がそ
れ自体で普遍的かあるいは相対的かという問いは
不毛であると考える。リベラルな多くの価値は今
や世界的な通用力を持ちうる一方で，さまざまな
文化固有の価値や実践が重要である問題場面も決
して少なくないことは明らかだからである。その
ため，ここではリベラリズムが抱える?規範伝
統>の内容とその文化的な伝播の可能性について，
いっそう慎重な検討が必要であるだろう。しかも，
それは政治・経済・文化のそれぞれの領域に応じ
たヴァリエーションのもとで考えられる必要があ
るだろう。政治的には普遍的価値が重要となる一
方で，文化的にはそれぞれの地域や社会の固有性
が保全されなければならない場合もありうるから
である。
このような見方は第２に，異なる法・政治文化
が相互に浸透し合う過程を重視する必要があるこ
とを示している。西洋と東洋，あるいは日本とア
メリカなどといった単純な対抗や対照において
法・政治文化の拮抗を語ることはもはやできない。
それらの文化は時間的にも空間的にも不断の相互
作用を起こしており，そこにはある種の?文化の
クレオール>が起こってきているのである。この
ような法・政治文化の相互作用において重要な存
在となるのは，マイケル・ウォルツァーの言う
「社会につながれた批判者」(connected critic)で
あろう?。その批判者は当該の社会の内と外との
狭間にあって，文化の相互作用を批判的に媒介す
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る人間である。このような自己と他の社会の双方
に対して批判的認識を深めた存在が適正に活動し
て当該社会における法の解釈的な変成に寄与する
ときにこそ，法文化の有益な相互作用と有意義な
価値の適正な浸透の条件が整うのである。
このようにして相互作用を起こしてゆく法は，
第３に，普遍的な価値と固有の価値との適正な融
合によって柔構造を成した?ハイブリッドな法>
の形成へと向かうと考えられる。そして，そのよ
うな法の形成は，例えば国際法の領域におけるソ
フト・ローとハード・ローのスパイラルによる法
の体系化の場合のように，抽象的原則を表現する
法のあり方からその原則を土台としたより精細な
規定へと展開し，それらが統合されることで新た
な体系を作り出すといった仕方で行われることに
なるだろう?。
もっとも，正義と法の普遍性を語る方法は決し
て単純ではない。普遍性の浸透は規範の創発，分
岐，融合といった複雑なプロセスを経てゆくなか
で徐々に進むことである。そのなかで１つの規範
や価値はそのような普遍的浸透の候補者として現
れるのであり，それ自体で直ちに固有の普遍性を
持つわけではないかもしれない。しかし，その一
方では，そのような普遍化のポテンシャルを備え
た規範や価値が存在しうることも事実であろう。
例えば，「人種Ｘは排除せよ」といった規範と
「誰をも平等に尊重せよ」という規範とでは明ら
かに後者の普遍的通用可能性は高いものがある。
多様な人びとの価値観や善に対して寛容度と感受
性が高い規範ほど，普遍的な通用力も高まる。そ
うであるとすれば，このことは何よりもリベラル
な精神を適正に含みうる規範や価値が普遍的なも
のとして重要であることを示唆するように思われ
る。
最後に，これらの論点以外に残された，21世
紀における法の具体的な問題文脈はなお複雑であ
ることには注意を要する。そこには，卒然と思い
つくだけでも，性差別，外国人の権利，集団的権
利のあり方に関わる人権のポリティックスの問
題；南北問題，人道的介入，国連・NPOの役割
などに関わるグローバル・ジャスティスの問題；
経済的な市場開放，イスラムとの対話などに関わ
る文化衝突の問題；地球温暖化，廃棄物処理など
に関わる環境問題；高齢化・社会保障の世代間格
差，少年犯罪，家族などに関わる世代間変容の問
題；地方分権・道州制，国民国家の相対化などに
関わる分権化の問題；リーガリズムの限界，
ADR（代替的紛争解決）などに関わる法化(legaliza-
tion)の問題といったように，多くの複雑な問題
が存在しており，それらが絡み合ってもいる。
すでに述べた平等主義的リベラリズムの見地に
立つ公正な法のあり方が，これらの複雑な問題に
対していかなる形で応答できるのか，それはさら
に追究されるべきことである。そのためには，こ
れらの問題場面で求められている?ひと>のあり
方を探究しながら，法がいかなる幅で，いかに厚
く，かついかに実効的に応答できるのかというこ
とをケースに応じて考えてゆく必要があるであろ
う。その過程で平等主義的リベラリズムも，また
その上に立つ公正な法とその公共性の意義も試さ
れてゆくであろう。そして，それは他のいかなる
政治道徳や法のコンセプションについても言える
ことであり，結局のところ，われわれの実践はそ
のような不断の験証の過程なのである。
このような状況の中で21世紀における法の目
的は何なのか，「開かれた」法学・政治学・経済
学の関わりはいかなるものとなるのか，その答え
は必ずしも一義的には定まり得ないかもしれない。
しかしおそらくそれは，人間とその社会の境界を
形づくるところの相互性，持続可能性，そしてク
ォリティ・オブ・ライフといった根本的な価値の
適正なバランスを熟議によって追求するなかで少
しずつ理解されてゆくものではなかろうか。
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